
山形市立病院済生館 新病院整備基本計画策定等支援業務に係る 

公募型プロポーザルの実施について（公告） 

 

 「山形市立病院済生館 新病院整備基本計画策定等支援業務に関する公募型

プロポーザル実施要領」に基づき、業者の選定に係る公募型プロポーザルを実施

するので、次のとおり公告する。 

 

 令和５年４月６日 

 

 

                山形市病院事業管理者 貞弘 光章 

 

 

１ 公募型プロポーザルを実施する業務の概要 

⑴ 業務名 山形市立病院済生館 新病院整備基本計画策定等支援業務 

⑵ 業務内容 令和３年度に策定した「山形市立病院済生館 新病院整備基本

構想」の内容等をより詳細に取りまとめる「山形市立病院済生館 新病院整

備基本計画」の策定支援のほか、新病院整備に関し必要な支援を行うもの。

詳細は、山形市立病院済生館 新病院整備基本計画策定等支援業務に関する

公募型プロポーザル実施要領（以下「実施要領」という。）を参照すること。 

⑶ 履行期間 契約締結の日から令和６年３月 31日まで 

⑷ 事務局 山形市立病院済生館事務局管理課 

      〒990-8533 山形県山形市七日町一丁目３番 26号 

      電話：023-625-5555 

電子メール：mail@saiseikan.jp 

２ 参加資格 

  本業務の公募型プロポーザルに参加できる者（以下「参加者」という。）は、

次の要件を全て満たす者とする。 

⑴ 単独の法人であること。 

⑵ 山形市契約規則（昭和39年山形市規則第18号）第25条第２項に規定する

競争入札資格者名簿に、参加に係る必要書類の提出期限までに登載されて

いること（山形市病院事業財務規程第94条第２項の規定により、当該登載

をもって病院事業の競争入札参加資格者名簿に登録された者とみなす。）。

また、山形市（山形市立病院済生館を含む。）の指名停止期間中でないこ

と。 

⑶ 下記のいずれにも該当しない者であること。 

ア 会社法（平成17年法律第86号）に基づく清算の開始がなされた者 

イ 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立て（同法



第30条第１項各号のいずれかに該当する場合を除く）がなされた者 

ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て

（同法第41条第１項各号のいずれかに該当する場合を除く）がなされ、

かつ同法に基づく更生計画がその効力を生じていない者 

エ 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て

（同法に基づき当該申立てが棄却された場合を除く）がなされ、かつ同

法に基づく再生計画がその効力を生じていない者 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該

当しない者であること。 

⑸ 山形市暴力団排除条例（平成23年山形市条例第25号）第２条に規定する

暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する

者でないこと。 

⑹ 租税等に滞納がないこと。 

⑺ 宗教活動や政治活動を主たる目的としていないこと。 

⑻ 本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有すること。 

⑼ 過去10年間（契約（業務）終了日が平成25年４月１日以降）に、医療法

（昭和23年法律第205号）第30条の23第１項第５号に規定する厚生労働大臣

が定める者、国立病院機構又は地方医療機能推進機構の開設する病院若し

くは同法第31条に規定する公的医療機関のうち、建設後の許可病床数（当

該許可が未了の場合は基本計画に記載された予定病床数）が400床以上の病

院について、新築又は全面改築に係る基本計画（病院の部門別の整備計画

や土地利用等の設計与条件を定めた計画をいい、名称の異なる計画又は構

想等を含む。）の策定に関する業務を、元請けとして５件以上受託し、履行

完遂した実績を有すること。 

⑽ 本業務の統括責任者（本業務を統括しその責任を負うべき者をいう。以

下同じ。）及び主任担当者（本業務の実務を主となって担当する者をいう。

以下同じ。）には、自社に所属する者の中で、上記⑼のうち１件以上の業務

の履行に統括責任者又は主任担当者（職名を問わずこれらと同様の立場で

業務に従事する者を含む。）として携わった実務経験を有し、次のア又はイ

に掲げるいずれかの資格を有する者を充てること。なお、いずれも応募の

時点で資格を有することとする。 

ア 公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会が認定する医業経営コ

ンサルタント 

イ 建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に規定する一級建築士 

⑾ 本業務の担当者には、⑽ア及びイのそれぞれの資格について、当該資格

を有する者を少なくとも２名以上充てること。なお、総括責任者及び主任

担当者についても担当者として取り扱って差し支えなく、１人が複数の資

格を有する場合には各資格についてそれぞれ１名と取り扱って差し支えな



いものとする。 

３ 本件に関する質疑 

⑴ 質問書提出期間 令和５年４月 12日（水）正午まで 

⑵ 回答 令和５年４月 17 日（月）までに山形市立病院済生館公式ホームペ

ージで公開 

４ 参加方法 

⑴ 書類等の提供 

公募に係る資料・様式は、山形市立病院済生館公式ホームページ

(https://www.saiseikan.jp/）からダウンロードすること。 

⑵ 参加表明手続 

参加を希望する場合は、次に定めるところにより、参加表明手続を行うこ

と。 

ア 提出書類  

 （ア） 参加表明書（実施要領別記様式第２号） 

 （イ） 添付書類（実施要領別記様式第３号から第６号まで及び直近３か 

月以内に発行された国税及び地方税の滞納がないことを証する書 

類） 

イ 提出部数 

各１部 

ウ 提出期限 

令和５年４月 20日（木）午後５時まで 

エ 提出方法 

「公募型プロポーザル参加表明書」と明記した封筒にアの書類を同封 

し、事務局（山形市立病院済生館管理課）に郵送又は直接持参により提出

すること。電子メール等による提出は認めない。 

  オ 第１次審査（参加資格要件審査） 

    提出書類に基づき参加資格要件の有無を審査し、その結果を書類を提

出した者（以下「参加表明者」という。）に文書で通知する。 

 ⑶ 企画提案書類の提出 

   オの審査の結果、参加資格を有すると認められた者（以下「参加資格者」

という。）は、次に定めるところにより、企画提案書類の提出を行うこと。 

ア 提出書類  

 （ア）企画提案書（実施要領別記様式第７号又は任意様式） 

 （イ）添付書類（実施要領別記様式第６号、第８号及び第９号） 

イ 提出部数 

正本１部、副本７部及び電子データ格納媒体１部 

ウ 提出期限 

令和５年５月 10日（水）午後５時まで 



エ 提出方法 

「公募型プロポーザル企画提案書類」と明記した封筒にアの書類を同封

し、事務局（山形市立病院済生館管理課）に郵送又は直接持参により提出

すること。電子メール等による提出は認めない。 

５ 選定方法 

企画提案の内容について、令和５年５月 16日（火）（予定）にプレゼンテー

ション及びヒアリングを行い、最も評価の高い者を本業務の履行に最も適した

契約の相手方となる第１優先交渉権者、次点を第２優先交渉権者として選定す

る。 

６ 選定結果の通知及び公表 

第２次審査の結果は、参加資格者に対し文書で通知するとともに、山形市立

病院済生館ホームページにおいて公表する。選定結果に対する一切の異議申し

立ては、受け付けない。 

７ 優先交渉権者との協議及び契約 

第１優先交渉権者と本業務について協議を行い、内容について合意の上、本

業務の仕様書を作成するものとし、その仕様書に基づく見積書を徴収し随意契

約の方法により契約を締結する。ただし、第１優先交渉権者と協議が整わない

場合、第２優先交渉権者と上記の協議を行うこととする。 

８ プロポーザルの中止 

やむを得ない理由等により、プロポーザルを実施することができないと判断

したときは、中止する場合がある。この場合において、参加表明者は、一切の

経費について山形市病院事業管理者に請求できない。 

９ その他  

⑴ 公募型プロポーザルの参加に係る一切の経費は、参加表明者の負担とする。 

⑵ 提出書類は、返却しない。 

⑶ 企画提案書類の受理後の差し替え及び追加・削除は、原則として認めない。 

⑷ 提出書類は、受託可能な事業者を選定するための資料であり、無断で公募

型プロポーザル以外の目的に使用しない。 

⑸ 本業務の受託者又はその再委託先等については、本業務の後に管理者が別

途発注する業務の受託に係る制限は設けないものとする。 


